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自立生活援助事業をSWOT分析すると

定期訪問・臨時対応・同行
支援などを、ボランティアで
なく報酬対象として行えるの
で、入居者負担が少ない。

地域共生社会モデルとして、
＜自立した地域生活＋地域での
支え合いの関係＞を推進する事
業になる。

これまでの福祉の中には不動
産業的な視点やノウハウがあま
りないため、実際の入居支援
（入り口支援）が難しい。

地域によっては軽度者向けの
グループホームが急増し、軽度
者の奪い合い・抱え込みの状況
にあり、一人暮らし支援が定着
しにくい。



居住支援法人事業をSWOT分析すると

不動産的視点と福祉的視点の
組み合わせによって、入居者だ
けでなく物件オーナーの「安
心」を生み出す仕組みがある。

地域共生社会モデルとして、
＜自立した地域生活＋地域での
支え合いの関係＞を推進する事
業になる。

入居者の安定した暮らしを支
えるための見守り支援や緊急時
対応が入居者自己負担（サービ
ス報酬がない）になるので、事
業として回していくのが困難。

国交省からの補助金（年額数
百万円）は数年で切れるため、
それ以降の事業運営が難しい。



自立生活援助事業と居住支援法人が手を組むと！
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・居住支援連携体制加算などの加算がもらえる。
・入居物件探しがスムーズになり、オーナーの安心にもつ
ながり、生活の安定につながる。
・家賃債務保証を受けやすくなり入居のハードルが下がる。

・入居者の障害特性などの理解が進み、生活の支援がしや
すくなる。
・定期訪問・臨時対応・同行支援を頼めるので、支援の効
率化が生まれる。



連携のスキーム

相談支援事業所

不動産管理会社
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自立生活援助事業
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• Eさんが、いよいよグループホームから単身生活に移行を希望。
→居住支援法人がアパートをサブリースの形で用意し、家賃保証を行う。

• そして住まいに関するトラブルへの対応を居住支援法人が行い、単身生活移行後の定期的な巡回
支援をグループホーム運営事業所が自立生活援助事業として行い、連携してEさんの単身生活の
支援を行った。 12

連携支援事例①

◼ 知的障害がある方（Eさん）の居住支援の例

プロフィール
• 両親が他界して、「きょうだい」および家族と暮らしていたEさんは、５０代軽度知的障害を持つ方。
• 障害者枠ではあるが、立派に働き、２０万円近い給料を手にしていた。

触法の背景
• 休日のある日、寂しさと気の緩みで軽犯罪を犯してしまう。
→担当弁護士より居住支援法人に相談が入る。
→その軽犯罪を犯したEさんに対して、「きょうだい」および家族が今後の同居を拒否。
→執行猶予付き判決が出るだろうという前提で、大至急で住む場所を探す必要が生じる。

グループホームへ
の入居

• 拘置所での面会だけでは、どんな支援の組み立てが必要かも分からない。そこでその居住支援法人
は、グループホーム運営事業所に相談。まずはグループホームでの受け入れという方法をとった。

• Eさんは金銭管理が苦手な面があったため、居住支援法人が、Eさんとの間で金銭管理等援助サー
ビスの委任契約を結び、Eさんのグループホーム入居にあたっての身元保証を行うことにした。

一人暮らしの
開始

• Eさんの預金通帳を預かった居住支援法人は、Eさんが「きょうだい」から経済的虐待を受けている可
能性があることを知り、調査を開始。
→結果、Eさんの給料の大部分は「きょうだい」の手に渡り、Eさん自身はほとんどお金を持たされてい
なかった。（それが軽犯罪の原因にもなった。）

• そのEさんの「きょうだい」が、亡くなった親名義の今の家を売却し、その代金をEさんには渡さずにすべ
て自分たちのものにしようとしていることが判明。
→居住支援法人のネットワークを活用し、Eさんに移行型任意後見人をつけることにした。
→その後見人が、家の売買に関する委任契約をEさんと結び、「きょうだい」に対峙。無事に売却代
金の半分を手にすることができた。

経済状況の
把握と対応
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連携支援事例②

◼ 精神障害がある方（Dさん）の居住支援の例

プロフィール
• Dさんは精神障がいを持つ４０代男性。幼少期の家族からの虐待がトラウマとなっており、人間関
係で躓いてしまう傾向の強い人であった。

グループホームで
の支援

• 元々調理師として調理の仕事を行い、一人暮らしをしていたが、近隣住民とのトラブルを繰り返して
しまい、グループホームでの生活に変わった。

• しかし元々は料理が好きで、自活への意欲は高かったため、グループホーム（共同生活）からサテラ
イト住居（グループホーム入居者としての支援を受けながら、ワンルームアパートなどで自立に近い生
活を行う）に移住。

一人暮らしに
向けた支援
の開始

• サテライト住居での生活が２年を迎え、いよいよグループホームを出て自立生活に移行する準備を
開始する。（サテライト住居は制度上２年間まで。自立がまだ難しい場合は延長もあり。）

• しかし、今住んでいる住居が気に入っており、近隣の住民とも良好な関係であるため、そのままアパー
トで暮らしながら、その場所を＜サテライト住居⇒本人名義の一人暮らし＞に変更しようとした。

不動産契約に
係る問題の解決

• このような問題に対し、居住支援法人は以下のように対応。
① グループホームを運営するA法人が、居住支援法人のB法人に家賃債務保証を依頼。
② B法人が家賃債務保証を行う条件として、A法人が自立生活援助事業として、Cさんの見守りを

継続することを提案。
③ 居住支援法人のB法人が、夕食提供と居場所の提供を得意とする居住支援法人のC法人に協
力を打診。

④ B法人が不動産管理会社に行き、A法人、B法人、C法人の連携で生活を支えることと、家賃債
務保証は自前で行うことを提案。

• 上記の取組により、Dさんは無事に本人名義でそのアパートの賃貸借契約を行うことができ、本人の
自立した生活が実現しました。

不動産契約に
係る問題の発生

• ここで、予想外の問題が発生。不動産管理会社から、法人名義での賃貸であれば契約可能だが、
Dさんの名前での契約はできない、と告げられる。理由は、家賃債務保証会社が精神障害者に対
して家賃保証を拒んだためとのこと。



ご静聴ありがとうございました！


